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第１章 少子化をめぐる現状
・総人口は、����年で１億�����万人。
・年少人口（�～��歳）、生産年齢人口（��～��歳）、��歳以上人口は、それぞれ�����万人、�����万人、
�����万人となっており、総人口に占める割合は、それぞれ����％、����％、����％。

・����年の出生数は、��万���人となり、過去最少。
※将来推計人口の出生中位推計（��万�����人）と出生低位推計（��万���人）の間に位置。

・����年の合計特殊出生率は、����となり、前年より����ポイント低下。

２

第１部 少子化対策の現状

資料：����年までは総務省「国勢調査」（����年及び����年は不詳補完値による。）、����年は総務省「人口推計」（����年��月１日現在（令和２年国勢調査を基準とする推計））、
����年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成��年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果を基に作成。
注：百分率は、小数点第�位を四捨五入して、小数第�位までを表示した。このため、内訳の合計が������にならない場合がある。

資料：厚生労働省「人口動態統計」を基に作成。
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児童のいる世帯の割合
1986年と2019年の比較

－ 12 －

　3　児童のいる世帯

児童のいる世帯は、全世帯の21.7％、平均児童数は1.68人

児童の有無別にみた世帯構造別世帯数の構成割合の年次比較（昭和61年、令和元年）
Comparison of percent distribution of households by with/without children and structure of household, 1986, 2019

児童の有無及び児童数別にみた世帯数の構成割合・平均児童数の年次推移
Trends in percent distribution of households and average number of children by with/without children and number of children, 

1986, 1989, 1992, 1995, 1998, 2001, 2004, 2007, 2010, 2013, 2016, 2019
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孤立化が進む子育て
「近所にふだん、世間話をしたり、赤ちゃんの話をしたりする人はいますか」

＜図11＞

　＜図12＞に「近所にふだん世間話をしたり、赤ちゃんの話をしたりする人はいますか」という質問結果を示していま
す。まず気づくことは、1980年の「大阪レポート」と比較した場合、乳児期の親の孤立化が極端に進んでいることです。
４か月児健診での結果を比較すると、「１～２名」もいない、まったく孤立している母親が16％から32％へと２倍に増
加し、約３人に１人の母親が近所に話し相手がおらず、孤立していることがわかります。「親子で一緒に過ごす」子育て
仲間については、どの健診時点でも約３人に１人の母親がそのような「子育て仲間」はいないと答えています。このよ
うに「母子カプセル」状態で孤立している母子を救出することが緊急の課題です。

＜図12＞

◆子育て不安は大きく増加している　＜図13＞
　「育児のことで今まで心配なことがありましたか」という質問結果では、子どもの月齢での変化はほとんど認められ
ませんが、「大阪レポート」と比較すると、「しょっちゅう」心配だったと訴える母親が、６～７％から14％前後へと
約２倍にも増加しています。一方、「あまり」心配ではなかったという母親は、34～40％から26～28％へと大きく減少
しています。このことは育児における心配や不安が「大阪レポート」の時よりもさらに増大していることを示していま
す。

＜図13＞

日本社会の急激な変化と子どもの育ち、親の育ち 原田正文 2007年2月3日講演スライド



母の仕事の有無・末子の乳幼児の
年齢別にみた日中の保育の状況(複数回答)

- 9 - 

末子の乳幼児（熊本県を除く。）について、日中における保育の状況を末子の年齢別にみると、
仕事ありの母は、「０歳」では「父母」の割合が 70.0％で最も高くなっており、「１歳」から「３
歳」では「認可保育所」の割合が約６割となっている。また、「４歳」から「６歳」では「認可
保育所」の割合が約５割、「幼稚園」の割合が約３割となっている。 

仕事なしの母は、「０歳」から「２歳」では「父母」の割合が最も高く、約８割となっている。
また、「３歳」から「６歳」は「幼稚園」の割合が最も高くなっている。（図９） 

 
図９ 母の仕事の有無・末子の乳幼児の年齢別にみた日中の保育の状況（複数回答） 
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注：熊本県を除いたものである。 
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注：熊本県を除いたものである。 平成28年 国民生活基礎調査の概況



切れ目のある支援 

　98 （98～102） 小 児 保 健 研 究　

Ⅰ．子育て世代包括支援センター設置の背景

１．母子保健の課題の変遷

平成６（1994）年の地域保健法（旧保健所法）制定
および母子保健法の改正で，市町村が住民に身近な母
子保健サービスを提供し始め，約四半世紀が経過した。
母子保健の課題は，昭和41（1966）年施行の母子保健
法前，戦後まもなくの栄養・感染症の問題から，昭和
50～60（1975～1985）年代の疾病・障害の早期発見と
対応，平成早期の発達障害の発見と支援，そして現代
の子どもの虐待に代表される親子関係の問題の早期発
見と対応と変遷している。これらの課題に対応すべ
く，小児慢性特定疾病対策や小児救急医療体制，周産
期医療体制，子どもの心の診療拠点病院等の整備など
医療体制の充実が進められ，保健では，市町村事業と
して昭和52（1977）年開始の１歳６ゕ月児健診のよう
に，乳幼児健診の充実が図られた。このような，特に
小児医療の充実や生活の改善等で，乳児死亡率は世界
でトップレベルの低さとなったものの，核家族化の進

展，出産年齢の高齢化などで，支援者が得られにくい
孤立した子育てが増加しており，子どもの虐待が急増
していることが喫緊の課題といえる。

２．切れ目のある支援

子ども虐待予防には，妊娠期からの切れ目のない子
育て支援の必要性が叫ばれている。どこに切れ目があ
り，なぜ切れ目をなくした支援が必要なのだろうか。
母子保健事業は市町村が実施し，妊娠したときの妊
娠届出から始まり母親（両親）教室，妊産婦訪問，新
生児訪問，乳幼児健診等が行われている。これらの事
業は毎日実施するものではなく，対象者にお知らせし，
参加した親子や受け入れてくれた家庭に支援するもの
である。妊娠届出はほぼ全数の妊婦が行っているが，
妊婦に対する家庭訪問は出生数の3.4％に行われてい
るに過ぎず，新生児訪問も出生数の４人に１人にとど
まっている（図１）1）。もっとも支援が必要なのは産
科医療機関から家庭に戻り子育ての不安等が多い分娩
後１～２ゕ月2）であることからより早期の支援が必要
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図１　妊娠・出産・子育てと現行のサービス・支援：平成28（2016）年度データ

第34回小児保健セミナー　これからの子育て支援を考える

佐　藤　拓　代（大阪府立病院機構大阪母子医療センター 母子保健情報センター顧問）

子育て世代包括支援センターの
現状・概要・目指すもの
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小児保健研究第78巻 第2号,育て世代包括支援センターの
現状・概要・目指すもの：98-. 2019 

妊娠・出産・子育てとサービス・支援：平成28(2016)年度データ



乳幼児健康診査の実施状況

（Ｒ2 年度） 

新型コロナウイルス感染症の影響で中止とした健診については実施無として計上しており、例年とは異なる可能性がある。 

福島県の被災地２自治体が実施をしていないため、１歳 6 か月児及び３歳児健診の実施市区町村数は 1,739 自治体となっている。 

 

 

（参考 Ｒ元年度） 

 

 

 乳幼児健康診査の実施状況 

  健康診査 

実施あり 

一 般 健 康 診 査 歯 科 健 康 診 査 

実施ありの場合実施方法 実施あり 実施ありの場合の実施方法 

市区町

村数 
実施率 

集団 個別 
一部

個別 
その他 

市区町

村数 
実施率 

集団 個 別 
一部個

別 

市区町

村数 
実施率 

市区

町村

数 

市区

町村

数 

市区町村

数 

市区町

村数 

市区町

村数 

市区町

村数 

（４） 

２週間児 

健診 
49  2.8% 1  

2.0% 

※(1/49) 46  1  1  2  0.1% 0  1  0  

１～２か月

児健診 
559  32.1% 27  

4.8% 

※(27/559) 517  12  3  11  0.6% 9  2  0  

３～５か月

児健診 
1,723  99.0% 1,352  

78.5％ 

※(1,352/1,723) 333  35  3  77  4.4% 66  10  1  

６～８か月

児健診 
855  49.1% 488  

57.1% 

※(488/855) 350  15  2  69  4.0% 58  10  1  

９～12 か

月児健診 
1,417  81.4% 748  

52.8% 

※(748/1,417) 637  30  2  214  12.3% 181  29  4  

１歳６か月

児健診 
法定健診 1,523 

87.5% 

※(1,523/1,741) 34  34  
150 

(無回答含)  
1,670  95.9% 1,576  59  6  

３歳児 

健診 
法定健診 1,559  

89.5% 

※(1,559/1,741) 13  20  
149 

(無回答含) 
1,670  95.9% 1,588  47  7  

４～６歳児

健診 
283  16.3% 255  

90.1% 

※(255/283) 
11  17  0  157  9.0% 130  26  1  

小学校就学までの期間に市区町村が公費負担をして実施する乳幼児健康診査の回数 

（法定の１歳６か月児健診及び３歳児健診を含む平均回数） 
６．８回 

 乳幼児健康診査の実施状況 

  健康診査 

実施あり 

一 般 健 康 診 査 歯 科 健 康 診 査 

実施ありの場合の実施方法 実施あり 実施ありの場合の実施方法 

市区町

村数 
実施率 

集団 個別 
一部

個別 
その他 

市区町

村数 
実施率 

集団 個 別 
一部個

別 

市区町

村数 
実施率 

市区

町村

数 

市区

町村

数 

市区町村

数 

市区町

村数 

市 区 町

村 数 

市区町

村数 

（４） 

２週間児 

健診 
45 2.6% 0 0.0% 44 1 0 1 0.1% 0 1 0 

１～２か月

児健診 
558 32.1% 26 

4.7% 

※(26/558) 
524 7 1 5 0.3% 4 1 0 

３～５か月

児健診 
1,724 99.0% 1,241 

72.0％ 

※(1,241/1,724) 
411 66 6 55 3.2% 50 5 0 

６～８か月

児健診 
830 47.7% 455 

54.8% 

※(455/830) 
353 18 4 57 3.3% 46 8 0 

９～12 か

月児健診 
1,402 80.5% 699 

49.9% 

※(699/1,402) 
659 38 6 195 11.2% 159 30 2 

１歳６か月

児健診 
法定健診 1,623 

93.3% 

※(1,623/1,739) 
61 55 0 1,737 99.8% 1,551 103 16 

３歳児 

健診 
法定健診 1,642 

94.4% 

※(1,642/1,739) 
28 45 24 1,738 99.8% 1,568 86 17 

４～６歳児

健診 
262 15.0% 236 

90.1% 

※(236/262) 
9 14 3 151 8.7% 113 29 2 

小学校就学までの期間に市区町村が公費負担をして実施する乳幼児健康診査の回数 

（法定の１歳６か月児健診及び３歳児健診を含む平均回数） 
６．６回 

令和２年度「母子保健事業の実施状況等調査」



子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について
(第18次報告)
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さらに、死亡した０歳を月齢別にみると、心中以外の虐待死事例では、

月齢「０か月」が 16 人（50.0％）であり、０歳児において最も高い割合

を占めた。 

 

図 5表１－２－１－３ 死亡した０歳児の月齢 

区分 

第 5次から第 17次まで 第 18次 

心中以外の虐待死 
心中による虐待死 

（未遂含む） 
心中以外の虐待死 

心中による虐待死 

（未遂含む） 

人数 構成割合 
累計 

構成割合 
人数 構成割合 

累計 
構成割合 

人数 構成割合 
累計 

構成割合 
人数 構成割合 

累計 
構成割合 

０か月 157(17) 46.4% 46.4% 7(0) 12.3% 12.3% 16(3) 50.0% 50.0% 0(0) 0.0% 0.0% 

１か月 19(6) 5.6% 52.1% 5(0) 8.8% 21.1% 3(2) 9.4% 59.4% 0(0) 0.0% 0.0% 

２か月 35(9) 10.4% 62.4% 5(1) 8.8% 29.8% 1(0) 3.1% 62.5% 0(0) 0.0% 0.0% 

３か月 16(4) 4.7% 67.2% 2(0) 3.5% 33.3% 4(2) 12.5% 75.0% 0(0) 0.0% 0.0% 

４か月 22(3) 6.5% 73.7% 7(1) 12.3% 45.6% 0(0) 0.0% 75.0% 0(0) 0.0% 0.0% 

５か月 16(2) 4.7% 78.4% 4(0) 7.0% 52.6% 0(0) 0.0% 75.0% 0(0) 0.0% 0.0% 

６か月 18(3) 5.3% 83.7% 3(0) 5.3% 57.9% 1(1) 3.1% 78.1% 0(0) 0.0% 0.0% 

７か月 14(3) 4.1% 87.9% 8(0) 14.0% 71.9% 3(1) 9.4% 87.5% 1(0) 100.0% 100.0% 

８か月 10(2) 3.0% 90.8% 7(0) 12.3% 84.2% 0(0) 0.0% 87.5% 0(0) 0.0% 100.0% 

９か月 10(0) 3.0% 93.8% 4(0) 7.0% 91.2% 1(0) 3.1% 90.6% 0(0) 0.0% 100.0% 

10か月 11(3) 3.3% 97.0% 1(0) 1.8% 93.0% 0(0) 0.0% 90.6% 0(0) 0.0% 100.0% 

11か月 9(1) 2.7% 99.7% 4(1) 7.0% 100.0% 3(1) 9.4% 100.0% 0(0) 0.0% 100.0% 

月齢不明 1(0) 0.3% 100.0% 0(0) 0.0% 100.0% 0(0) 0.0% 100.0% 0(0) 0.0% 100.0% 

計 338(53) 100.0%  57(3) 100.0%  32(10) 100.0%  1(0) 100.0%  
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10か月 11(3) 3.3% 97.0% 1(0) 1.8% 93.0% 0(0) 0.0% 90.6% 0(0) 0.0% 100.0% 

11か月 9(1) 2.7% 99.7% 4(1) 7.0% 100.0% 3(1) 9.4% 100.0% 0(0) 0.0% 100.0% 
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（１）死亡事例
厚生労働省が、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）に対する調査により把握した、令和
２年４月１日から令和３年３月31日までの間に発生し、又は表面化した子ども虐待による死亡事例66例（77人）を対象とした。
※ （ ）内は、都道府県等が虐待による死亡と断定できないと報告のあった事例について、本委員会にて検証を行い、虐待死と
して検証すべきと判断された事例数を内数として記載。

（未遂とは、親は生存したが子どもは死亡した事例をいう。）

（２）重症事例（死亡に至らなかった事例）
厚生労働省が、都道府県等に対する調査により把握した、令和２年４月１日から６月30日までの間に全国の児童相談所が虐待
相談として受理した事例の中で、同年９月１日時点までに、「身体的虐待」等による生命の危険にかかわる受傷、又は「養育の
放棄・怠慢」等のために衰弱死の危険性があった事例14例（14人）を対象とした。

【参考】死亡事例数及び人数（第１次報告から第17次報告）

1

区分

第１８次報告 （参考）第１７次報告

心中以外の
虐待死

心中による
虐待死

（未遂を含む）

計
心中以外の
虐待死

心中による
虐待死

（未遂を含む）

計

例数 ４７（１５） １９（０） ６６（１５） ５６（３５） １６（３） ７２（３８）

人数 ４９（１５） ２８（０） ７７（１５） ５７（３５） ２１（６） ７８（４１）

子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第18次報告）の概要
社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会【令和４年９月】

１．検証対象
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計

心
中
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外

心
中

計

心
中
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外

心
中

計

心
中
以
外

心
中

計

例
数
24 － 24 48 5 53 51 19 70 52 48 100 73 42 115 64 43 107 47 30 77 45 37 82 56 29 85 49 29 78 36 27 63 43 21 64 48 24 72 49 18 67 50 8 58 51 13 64 56 16 72

人
数
25 － 25 50 8 58 56 30 86 61 65 126 78 64 142 67 61 128 49 39 88 51 47 98 58 41 99 51 39 90 36 33 69 44 27 71 52 32 84 49 28 77 52 13 65 54 19 73 57 21 78

第16次報告
(令和2年9月)

H30.4.1～
H31.3.31
（1年間）

第17次報告
(令和3年8月)

H31.4.1～
R2.3.31
（1年間）

第10次報告
(平成26年9月)

H26.4.1～
H27.3.31
（1年間）

第15次報告
(令和元年8月)

H29.4.1～
H30.3.31
（1年間）

H24.4.1～
H25.3.31
（1年間）

第11次報告
(平成27年10

月)

H25.4.1～
H26.3.31
（1年間）

第13次報告
(平成29年8月)

H27.4.1～
H28.3.31
（1年間）

H19.1.1～
H20.3.31

（1年3か月間）

H20.4.1～
H21.3.31
（1年間）

第14次報告
(平成30年8月)

H28.4.1～
H29.3.31
（1年間）

第１次報告
(平成17年4月)

第２次報告
(平成18年3月)

第３次報告
(平成19年6月)

第４次報告
(平成20年3月)

H15.7.1～
H15.12.31
（6か月間）

H16.1.1～
H16.12.31
（1年間）

H17.1.1～
H17.12.31
（1年間）

H18.1.1～
H18.12.31
（1年間）

第12次報告
(平成28年9月)

第５次報告
(平成21年7月)

第６次報告
(平成22年7月)

第７次報告
(平成23年7月)

第８次報告
(平成24年7月)

H21.4.1～
H22.3.31
（1年間）

H22.4.1～
H23.3.31
（1年間）

H23.4.1～
H24.3.31
（1年間）

第９次報告
(平成25年7月)

令和 2年4月1日から令和3年3月31日
までの間に発生し、又は表面化した
子ども虐待による死亡事例

死亡した0歳児の月齢



日本小児科医会の取り組み



• ヘルススーパービジョン診察の時期

32

3～5日
1か月

2か月

4か月

6か月

9か月

12か月

15か月

18か月

2歳
2歳半

3歳～毎年

個別健診 1人30分～

• 医療面接＝心理社会面の評価

• 身体診察

• 発育評価

• 発達評価

• 予防接種

• 推奨されるスクリーニング検査

• 助言・指導

無保険で受ける場合
出生～12か月までに$3000以上



乳児期、幼児期早期のかかりつけ小児科における
相談支援

計測
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2. ుࣕࣞಋқͶॼ໌ޛɼQRαʖχͲΠϕϨΝξΤϱϫʖχͤΖɽ 
3. 2͖݆໲ਏධΝΠϕϨͶ೘ྙʤฯंޤʥʤˠͨ͹ଠड़ਫ਼ର॑౵͹೘ྙ͗චགྷʥ 
4. νϔϪρχʤέϨωρέඍ෉ʥͲ 2͖݆໲ਏධ͹಼༲Ν֮೟ޛɼϭέοϱࣰࢬʤҫࢥʥ 
5. ਐௗʀର॑౵Ν೘ྙʤCSʥɽ 
6. ฯंޤϟϨρφʤ࣏յϭέοϱ�݊ਏηίζϣʖϩ౵ࣙಊ఑ࣖ�੔ௗۄતԀལ�οϡρφͲ͹үࣉ૮஌ʥ 
7. έϨωρέҫࢥϟϨρφʤ࣏յϭέοϱ�݊ਏηίζϣʖϩ�໲ਏධ໲ୌߴࣆ�੔ௗۄતԀལʥ 

  
3Ω݆ visit                                         

8. 3͖݆ϭέοϱणਏ࣎Ͷ BPSS, PSI೘ྙʤฯंޤʥ 
9. ਐௗʀର॑౵Ν೘ྙʤCSʥɽ 
10. ฯंޤϟϨρφʤ36, ݃ՎΝฯंޤΠϕϨͶࣙಊ఑ࣖ�੔ௗۄતԀལ�οϡρφͲ͹үࣉ૮஌ʥ 
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ʬϕϫζΥέφ໌সʭ 
 ੤ۢΫρθ݊Ώ͖݊ਏʤՀʥ 
 
ʬϕϫζΥέφଲেंʭ 
    ੤ۢ͹৏ىҫྏؖؽΝϭέοϱʀ݊ਏͲणਏͪ͢ 2͖݆ʛ1݆͖̔ࡂ͹ࢢΝ΍ͯฯंޤɽ 
 
ʬϕϫζΥέφ֕ྲྀਦʭ 

 
ʬϕϫζΥέφླྀΗʭ 
                              ˠଢ࣊βερέͺɼฯंޤ�έϨρέ͹ࢂՅϟϨρφ 
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2. ుࣕࣞಋқͶॼ໌ޛɼQRαʖχͲΠϕϨΝξΤϱϫʖχͤΖɽ 
3. 2͖݆໲ਏධΝΠϕϨͶ೘ྙʤฯंޤʥʤˠͨ͹ଠड़ਫ਼ର॑౵͹೘ྙ͗චགྷʥ 
4. νϔϪρχʤέϨωρέඍ෉ʥͲ 2͖݆໲ਏධ͹಼༲Ν֮೟ޛɼϭέοϱࣰࢬʤҫࢥʥ 
5. ਐௗʀର॑౵Ν೘ྙʤCSʥɽ 
6. ฯंޤϟϨρφʤ࣏յϭέοϱ�݊ਏηίζϣʖϩ౵ࣙಊ఑ࣖ�੔ௗۄતԀལ�οϡρφͲ͹үࣉ૮஌ʥ 
7. έϨωρέҫࢥϟϨρφʤ࣏յϭέοϱ�݊ਏηίζϣʖϩ�໲ਏධ໲ୌߴࣆ�੔ௗۄતԀལʥ 
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8. 3͖݆ϭέοϱणਏ࣎Ͷ BPSS, PSI೘ྙʤฯंޤʥ 
9. ਐௗʀର॑౵Ν೘ྙʤCSʥɽ 
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子育て支援のための問診票（乳児期前半用）

【問診票を利⽤することの⽬的】
かかりつけ医機能を有する医療機関に
初めて受診した乳児の保護者へ、
⼦育てのこと
保護者本⼈のこと
きょうだいのこと
等についてのアンケートを⾏い、
アンケート結果をもとに、保護者と医師等が⼦育て
等に関する会話をすることで
保護者に
「医療機関でも⼦育てのことについて相談できる」
ことを⼦育ての早い段階から知ってもらう。

子育て支援のための問診票
検
索



ゲートキーパーになろう！

• 人は誰しもが落ち込むことがあります。これを読んでいるあなたも時には
落ち込むこともあるでしょうし、もし、身近な人や大切な人が落ち込んでい
たらとても心配になりますよね。

• 少しでも元気になってもらうために何かできることがないか
でも何をしたらよいのかわからないと悩んだことはありませんか？

• そんな時は、勇気を出してまずはやさしく声をかけてみることからはじめ
てみてはどうでしょうか。

• そんな行動が、ゲートキーパーの第一歩になります。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/gatekeeper.html



誰でもゲート
キーパー手帳

https://www.mhlw.g
o.jp/file/06-
Seisakujouhou-
12200000-
Shakaiengokyokusho
ugaihokenfukushibu
/0000168752.pdf



育児支援ネットワーク作り事業 （福岡市）

概要 

平成7年度から実施。保健福祉センター（現:各区
子育て世代包括支援センター）で、管内の医療機
関、保育所、主任児童委員等の連携を強化するこ
とを目的に研修会、事例検討会等を実施する



平成 30 年度 西区小児科医療機関と子育て世代包括支援センターとの連携会議 
議事録 

 
日時：平成 30 年 10 月 11 日（木）19：30～21：15 
 
場所：西区保健福祉センター 講堂 
 
参加者：計 20 名（医療機関 6 名，保健福祉センター14 名） 
小児科医療機関）稲光先生，岩屋先生，園田先生，高崎先生，元山先生，山口先生（五十音順） 
西区保健福祉センター）石井所長， 

〈健康課〉向井課長，武藤係長，松田 
〈地域保健福祉課〉結城課長，立石係長，須佐係長，日高 
〈子育て支援課〉大原課長，永田係長，木下，田畑，中，川内 

 
内容： 
 １．所長あいさつ  石井所長 
 
 ２．参加者自己紹介 
 
 ３．子育て世代包括支援センターの取り組みについて（配布資料参照） 
 
 ４．事例紹介 
   不適切な養育により児の体重減少がみられ，小児科医療機関と連携した事例について 
 
 ５．意見交換 
    支援が必要な家庭を発見し，早期からの支援につなげるため，医療機関と行政とが情報共有を

はかり，連携していくことが必要であることを確認。 
    そのために，以下のことを実施することとする。 
    １）小児科医療機関と子育て世代包括支援センターとの連携強化 

小児科医療機関で，体重が増えない児，知人や支援者が近くにおらず困っている家庭等支援

が必要な人がいたら，外国人も含め，子育て世代包括支援センターへ連絡をしてもらう。 
     （連絡先については別紙参照） 

顔のみえる関係づくりのため，校区担当保健師等が小児科医療機関へ訪問を行うなどし，行

政からも情報共有していくことで，より連携を深めていく。 
    ２）会議の開催 
      年に数回，会議と勉強会等の形態での開催を検討する。 
 
    （次回）1 月に勉強会を開催予定とし，12 月に日程調整予定。 

平成 30 年度 西区子育て世代包括支援センター（保健福祉センター） 連絡先 

 

＜健康課  母子保健係＞ 

主な事業 担当職員 電話番号 場所 

母子健康手帳交付，乳幼児健診等

母子保健事業 
武藤・松田 ８９５－７０５５ 

西保健所  

39 番窓口 

 

＜地域保健福祉課  地域保健福祉第 1 係・第 2 係＞ 

主な事業 電話番号 場所 

校区担当保健師による妊産婦・乳幼児の家庭訪問，

健康教室・相談など 
８９５－７０８０ 

西保健所 

40・41 番窓口 

 ☆校区担当保健師☆ 

係 係長 担当校区 担当保健師 

地域保健福祉 

第 1 係 

立石 

壱岐東・北崎・姪浜 城（じょう） 

壱岐南・周船寺 日高 

今宿・西陵 石川 

壱岐・城原 山下 

今津・内浜・玄界 佐藤 

地域保健福祉 

第 2 係 

須佐 

玄洋・福重 松藤 

小呂・西都・姪北 河野（かわの） 

愛宕浜・元岡 帳（とばり） 

石丸・金武・能古 渡辺 

愛宕・下山門 竹林 

 

＜子育て支援課  こども相談係＞ 

主な事業 電話番号 場所 

児童・母子および寡婦の福祉，こども家庭相談， 

児童虐待相談など  ※虐待相談・通告窓口 
８９５－７０９８ 

西区役所  

29 番窓口 

 ☆校区担当職員☆ 

担当校区 担当職員 

能古・玄界・小呂 永田 

石丸・下山門・西陵・城原 田畑 

元岡・周船寺・西都・玄洋・今宿・今津・北崎 中（なか） 

愛宕・愛宕浜・姪北・姪浜・内浜・福重 川内（かわうち） 

壱岐・壱岐東・壱岐南・金武 木下 

 

 3 課で連携していますので，上記のいずれかにご連絡ください。 
西区子育て応援キャラクター 

くろつん 

西区子育て応援キャラクター 
カブーとガニー 



母子手帳の改訂

令和 年 月 日 月曜日 (号外第 号)官 報

令和 年 月 日 月曜日 (号外第 号)官 報

令和 年 月 日 月曜日 (号外第 号)官 報

令和4年12月26日 月曜日 官報（号外第277号）



【独自】全市区町村に「こども家庭センター」設置…子育て世帯支援を一元化、政府が法改正
案

ニュース 政治

2022/02/21 05:00

　政府は、子育て世帯を包括的に支援する「こども家庭センター」を全国の市区町村に設置するため、関連法案を改正する方針を固めた。現在は二つに分か
れている支援機関を一本化し、自治体に設置の努力義務を課す。２０２４年４月以降の設置を目指し、今国会に児童福祉法と母子保健法の改正案を提出す
る。

　市区町村には現在、母子保健法に基づき、妊産婦や乳幼児の保護者の相談を受ける「子育て世代包括支援センター」と、児童福祉法に基づき、虐待や貧困
などの問題を抱えた家庭に対応する「子ども家庭総合支援拠点」が併存している。２１年４月時点で、支援センターは全市区町村の９割を超す１６０３市区
町村で設置済みだが、支援拠点は４割弱の６３５市区町村にとどまる。

　これまで二つの機関で情報が十分に共有されず、支援が届かない事例が指摘されていた。このため、政府は組織を統合して体制を強化することで、支援が
必要な家庭の見落としを防ぐ必要があると判断した。

　児童福祉法の改正案では、こども家庭センターを「全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う」機関と位置づけた。２３年４月に内閣
府の外局として創設される「こども家庭庁」が所管する。

　センターでは、家族の介護や世話を日常的に担う「ヤングケアラー」や虐待、貧困、若年妊娠など、問題を抱える家庭に対する支援提供計画「サポートプ
ラン」を作成する。家庭を訪問し、家事や育児の援助を行うことも想定している。

この記事をスクラップする

新着 社会 政治 経済 スポーツ 国際 地域 科学・IT エンタメ・文化 ライフ 医療・健康 教育・就活

すべて 購読お申し込み ログイン 新規登録
さがす ヘルプ お知らせ アプリ

トップ 新型コロナ ウクライナ情勢 紙面ビューアー オピニオン 連載 コラム よみぽランド 数独

2022.2.21 読売新聞より



こども家庭センターの機能

子ども食堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば 等
産前産後サポート
産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働
こども家庭センター（市区町村）

「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し
○児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○把握・情報提供、必要な調査・指導等
○支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○保健指導、健康診査等

業
務

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。
○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

地域子育て相談機関

○ 地域子育て相談機関は、相談の敷居が低く、物理的にも近距離にあり、能動的な状況確認等による「子育て世帯と
継続につながるための工夫」を行う相談機関。その整備により、子育て家庭との接点を増やし、子どもの状況把握の
機会を増やすことを趣旨。

○ 特に、子育て家庭の中には、行政機関であるこども家庭センターには直接相談しにくいと感じる家庭もあり得るこ
とから、地域子育て相談機関が、こども家庭センターを補完し、その「目となり、耳となる」ことを想定しており、
法律上、こども家庭センターと連携・調整を行うこととなっている。

○ 市町村において、社会的条件や子育て関係施設の整備の状況等を総合的に勘案して定める区域ごとに整備。

妊産婦 子育て世帯
（保護者） 子ども

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携

地域子育て相談機関
＜Ｒ４調査研究を実施＞
・子育て世帯と継続的につながるための工夫
・こども家庭センター等との連携方法 等

＜地域子育て相談機関の位置づけ＞
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こども家庭センターの機能

子ども食堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば 等
産前産後サポート
産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働
こども家庭センター（市区町村）

「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し
○児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○把握・情報提供、必要な調査・指導等
○支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○保健指導、健康診査等

業
務

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。
○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

地域子育て相談機関

○ 地域子育て相談機関は、相談の敷居が低く、物理的にも近距離にあり、能動的な状況確認等による「子育て世帯と
継続につながるための工夫」を行う相談機関。その整備により、子育て家庭との接点を増やし、子どもの状況把握の
機会を増やすことを趣旨。

○ 特に、子育て家庭の中には、行政機関であるこども家庭センターには直接相談しにくいと感じる家庭もあり得るこ
とから、地域子育て相談機関が、こども家庭センターを補完し、その「目となり、耳となる」ことを想定しており、
法律上、こども家庭センターと連携・調整を行うこととなっている。

○ 市町村において、社会的条件や子育て関係施設の整備の状況等を総合的に勘案して定める区域ごとに整備。

妊産婦 子育て世帯
（保護者） 子ども

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携

地域子育て相談機関
＜Ｒ４調査研究を実施＞
・子育て世帯と継続的につながるための工夫
・こども家庭センター等との連携方法 等

＜地域子育て相談機関の位置づけ＞
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まとめ
1. かかりつけ小児科は、生後2か月から始まるワクチン

接種の機会を捉え、成長発達を見守り、さまざまな
相談に応じることで子育ての伴走者の役割を果たす

2. かかりつけ小児科は、地域において利用可能な支援
メニューを把握し、あるいは自ら実施し、必要に応
じて適切なサービスにつなぐ

3. 行政機関とかかりつけ小児科が信頼関係を構築し、
かかりつけ小児科が子育て支援のハブとして機能す
ることで、地域におけるポピュレーションアプロー
チ、すなわちcommunity pediatricsが実現できる


